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                   平成 16年 2月 4日 

平成 16年 9月期第 1四半期業績状況（単体） 
    
 

上場会社名 株式会社サイバーエージェント 
（コード番号 : 4751 東証マザーズ） 
（URL http://www.cyberagent.co.jp/） 
本社所在地 東京都渋谷区道玄坂 1―12―1 

渋谷マークシティウエスト 21階 
代 表 者  代表取締役社長 藤田 晋 
問合せ先   経営本部 財務経理室 

シニアマネージャー 吉村 幸子 
TEL       03－5459－0202 

 
 
1 業績 
(1) 平成 16 年 9月期第 1四半期の業績(平成 15 月 10 月 1 日～平成 15 年 12 月 31 日) 

（単位：百万円） 
 
 
 

平成 15 年 9月期
第 1四半期 
（前四半期） 

平成 16 年 9月期
第 1四半期 
（当四半期） 

対前年 
増減率 
（％） 

 
  前期（通期） 
 

売  上  高 1,893 2,455 29.7 8,441

営 業 利 益 △466 △132 ― △1,114

経 常 利 益 △463 △127 ― △1,072

当期純利益 △810 897 ― △3,231

総  資  産 15,296 15,312 0.1 15,152

株 主 資 本 14,162 13,687 △3.4 13,167

注）1.平成 15 年 9 月期第 1 四半期及び平成 16 年 9 月期第 1 四半期については、東京証券取引所の「上場有価証券の

発行者の会社情報の適時開示等に関する規則の取扱別添：四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づ

く会計監査人の手続きを実施しております。 

2.上記金額は百万円未満を切り捨てております。 
 
 
(2) 平成 16 年 9月期 (平成 15 月 10 月 1日～平成 16 年９月 30 日) の業績予想 
                                               

 売上高 経常利益 当期純利益 配当総額 

 
平成 16 年 9月期 

         百万円

10,800 
         百万円

△200 
       百万円

910 
百万円

    － 

（参考）1株当たり予想当期純利益（通期）：5,682 円 49 銭  

    ※平成 15 年 12 月末日の発行済株式数（自己株式控除後）をベースに計算しております。 

 

注）業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社で判断したものであり、リスクや不確定な要素

等の要因が含まれており、実際の成果や業績等は記載の予想とは異なる可能性があります。 
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２．業績の状況 

 第１四半期(自平成 15年 10 月 1 日 至平成 15 年 12 月 31 日)の業績の概況 

当第1四半期におけるインターネット関連業界は、前期に引き続きブロードバンド環境の拡大が進

展いたしました。総務省の発表によりますと、平成15年12月末現在のブロードバンドの利用者(DSL

（digital subscriber line），CATVインターネット，FTTH（fiber to the home）の合計)は、前年同

月の約7.8百万加入に対し、13.6百万加入と飛躍的に拡大しております。ブロードバンドの普及によ

って、ユーザー当たりの利用時間・利用頻度が増加しており、ＥＣ（Ｅコマース）市場の更なる拡

大、インターネットメディアによる影響力の一層の高まりが広がるものと思われます。 

 

かかる環境のもと、当社は、インターネット広告事業本部における売上高の拡大、ＣＡネットワ

ークによる自社メディア事業、ＥＣ事業、モバイル事業の開発・拡大に努めてまいりました。また、

平成15年10月より、広告代理事業を行うインターネット広告事業本部(旧アドバタイジングビジネス

ユニット)とメディア事業を行うＣＡネットワーク（旧メディアコンテンツビジネスユニット）に改

称し、明確な全体戦略に基づいた部門毎の戦略及び目標を設定し、収益管理の強化に努めておりま

す。 

このような施策により、当第1四半期の売上高は、堅調な広告需要、代理店向け自社メディアの取

扱い拡大に加え、サイトリスティング系広告の好調により2,455,547千円（前年同期間1,893,486千

円、29.7%増加）となりました。利益面に関しましては、広告宣伝及び人員採用を中心とした先行投

資の影響等により、営業損益段階では132,838千円の損失(前年同期間466,495千円の損失)を計上い

たしました。また、四半期純損益に関しましては、平成15年11月に投資有価証券を売却し投資有価

証券売却益932,400千円を計上したこと等により、897,106千円(前年同期間810,893千円の四半期純

損失)の利益計上となりました。 
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3．通期(第７期：自平成15年10月1日 至平成16年9月30日)の見通し 

当期(通期)における当社を取り巻く事業環境は、景況感の大幅な改善が見られない中、企業の広告

宣伝費の削減及び販売促進費の選別が進展するものの、インターネット広告市場は堅調に拡大するも

のと予測されます。このような環境下、当社は、引き続きインターネット広告事業本部を中心とした

営業力強化と共に、ＣＡネットワークにおける自社媒体の拡販を推進するとともに、新規の自社媒体

の開発・収益化に努めてまいります。こうした施策から、当期の売上高は10,800,000千円の前期比

27.9％の増収となるものと予想しております。 

また、売上原価につきましては、市場環境要因はあるものの、売上高の拡大とともに増加していく

ものと予想しております。販売費及び一般管理費につきましては、引き続き各プロジェクトのコスト

管理体制の強化によりコスト意識の向上を図ってまいりますが、自社媒体拡充に向けた広告宣伝費の

増加、事業拡充に伴う先行投資として人材を積極的に採用していくことによる人件費の増加、新規事

業の立上げ等の投資によるコスト発生負担により、経常損益に関しましては、200,000千円の損失計上

となるものと予想しております。一方、当期純損益に関しましては、投資有価証券の売却益を特別利

益に計上すること等により、910,000千円の利益計上となるものと予想しております。 

 

 

※業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社で判断したものであり、リスクや

不確定な要素等の要因が含まれており、実際の成果や業績等は記載の予想とは異なる可能性がありま

す。 
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個 別 財 務 諸 表          
① 四半期貸借対照表          

(単位：千円) 

当第１四半期会計期間末 

(平成15年12月31日現在)

前第１四半期会計期間末 

(平成14年12月31日現在) 

前事業年度の要約貸借対照表 

(平成15年9月30日現在) 

期別 

 

科目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

  ％ ％  ％

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産   

1.現金及び預金 5,625,799 4,064,515 5,886,163 

2.受取手形※4 42,981 23,051 43,936 

3.売 掛 金 1,247,411 1,233,058 1,284,927 

4.有価証券 2,564,165 2,790,756 592,408 

5.棚卸資産 15,325 24,274 25,645 

6.その他 790,291 341,898 626,722 

 貸倒引当金 △21,828 △77,725 △27,078 

 流動資産合計 10,264,146 67.0 8,399,828 54.9 8,432,724 55.6

Ⅱ 固定資産   

1.有形固定資産※1 165,133 1.1 166,536 1.1 152,761 1.0

2.無形固定資産 400,575 2.6 589,647 3.9 450,225 3.0

3.投資その他の資産   

(1)投資有価証券 1,938,308 2,363,820 3,693,872 

(2)関係会社株式 1,837,132 2,314,397 1,414,632 

(3)敷金・保証金 310,231 320,384 310,231 

(4)その他 400,842 1,148,052 702,911 

 貸倒引当金 △3,986 △6,217 △5,086 

 投資その他の資産合計 4,482,528 29.3 6,140,437 40.1 6,116,560 40.4

 固定資産合計 5,048,236 33.0 6,896,621 45.1 6,719,546 44.4

資産合計 15,312,383 100.0 15,296,450 100.0 15,152,271 100.0
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(単位：千円) 

当第1四半期会計期間末  

(平成15年12月31日現在)

前第1四半期会計期間末

(平成14年12月31日現在)

前事業年度の要約貸借対照表 

(平成15年9月30日現在) 

期別 

 

科目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

 ％ ％  ％

（負債の部）  

Ⅰ 流動負債  

1.買掛金 780,399 792,023 891,394 

2.ポイント引当金 4,537 1,240 2,693 

3.その他※2 371,641 331,606 344,961 

 流動負債合計 1,156,578 7.6 1,124,870 7.3 1,239,049 8.2

Ⅱ 固定負債  

1.繰延税金負債 467,881 8,834 745,901 

 固定負債合計 467,881 3.0 8,834 0.1 745,901 4.9

負債合計 1,624,460 10.6 1,133,704 7.4 1,984,950 13.1

  

（資本の部）  

Ⅰ 資本金 6,551,100 42.8 6,551,100 42.8 6,551,100 43.2

Ⅱ 資本剰余金  

1.資本準備金※3 3,984,281 7,320,000 7,320,000 

2.その他資本剰余金  

（1）資本金及び資本準備金減少差益 3,000,000 3,000,000 3,000,000 

（2）自己株式処分差益 20,900 ― 12,149 

資本剰余金合計 7,005,181 45.7 10,320,000 67.5 10,332,150 68.2

Ⅲ 利益剰余金  

1.四半期(当期)未処分利益(△未処理損失) 897,106 △914,765 △3,335,719 

利益剰余金合計 897,106 5.9 △914,765 △6.0 △3,335,719 △22.0

Ⅳ その他有価証券評価差額金 668,713 4.4 △288,506 △1.9 1,083,658 7.2

Ⅴ 自己株式 △1,434,178 △9.4 △1,505,084 △9.8 △1,463,868 △9.7

 資本合計 13,687,923 89.4 14,162,745 92.6 13,167,321 86.9

負債・資本合計 15,312,383 100.0 15,296,450 100.0 15,152,271 100.0
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② 四半期損益計算書          

(単位：千円) 

当第1四半期会計期間 

自 平成15年10月1日 
至 平成15年12月31日 

前第1四半期会計期間 

自 平成14年10月1日 
至 平成14年12月31日 

前事業年度の要約損益計算書 

自 平成14年10月1日 
至 平成15年9月30日 

期別

 

科目 
金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比 

 ％ ％  ％

Ⅰ 売上高 2,455,547 100.0 1,893,486 100.0 8,441,110 100.0

Ⅱ 売上原価 1,780,837 72.5 1,466,050 77.4 6,371,771 75.5

 売上総利益 674,710 27.5 427,435 22.6 2,069,338 24.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 807,549 32.9 893,931 47.2 3,184,244 37.7

 営業利益(△損失) △132,838 △5.4 △466,495 △24.6 △1,114,906 △13.2

Ⅳ 営業外収益※1 5,376 0.2 9,634 0.5 46,835 0.6

Ⅴ 営業外費用※2 11 0.0 6,753 0.4 4,220 0.1

 経常利益(△損失) △127,473 △5.2 △463,613 △24.5 △1,072,291 △12.7

Ⅵ 特別利益※3 938,354 38.2 ― ― ― ―

Ⅶ 特別損失※4 8,780 0.4 391,655 20.7 2,415,301 28.6

 税引前四半期(当期)純利益(△純損失)  802,099 32.6 △855,269 △45.2 △3,487,592 △41.3

 法人税、住民税及び事業税 △95,006 △3.9 △44,375 △2.4 △255,744 △3.0

 四半期(当期)純利益(△純損失) 897,106 36.5 △810,893 △42.8 △3,231,848 △38.3

 前期繰越利益（△損失） ― 89,454 89,454 

合併引継未処理損失※6 ― △193,325 △193,325 

四半期(当期)未処分利益(△未処理損失) 897,106 △914,765 △3,335,719 
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四半期財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

当第1四半期会計期間 

自 平成15年10月1日 
至 平成15年12月31日 

前第1四半期会計期間 

自 平成14年10月1日 
至 平成14年12月31日 

前 事 業 年 度 

自 平成14年10月1日 
至 平成15年9月30日 

   

1.資産の評価基準及び評価方法 1.資産の評価基準及び評価方法 1.資産の評価基準及び評価方法 

(1)仕掛品 (1)仕掛品 (1)仕掛品 

個別法による原価法を採用して

おります。 

同 左 同 左 

(2)貯蔵品 (2)貯蔵品 (2)貯蔵品 

最終仕入原価法を採用しており

ます。 

同 左 同 左 

(3)有価証券 (3)有価証券 (3)有価証券 

a)満期保有目的の債券 a)満期保有目的の債券 a)満期保有目的の債券 

            償却原価法（定額法）を採用して

おります。 

同 左 

b)子会社株式及び関連会社株式 b)子会社株式及び関連会社株式 b)子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用

しております。 

同 左 同 左 

c)その他有価証券 c)その他有価証券 c)その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

第1四半期決算日の市場価格等に

基づく時価法によっております。

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は主として移動平

均法により算出しております。） 

同 左 決算日の市場価格等に基づく時

価法によっております。（評価差額

は全部資本直入法により処理し、売

却原価は主として移動平均法によ

り算出しております。） 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用

しております。 

同 左 同 左 

   

2. 固定資産の減価償却の方法 2. 固定資産の減価償却の方法 2. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。な

お、主な耐用年数は建物10～15年、

工具器具備品4～8年であります。 

同 左 同 左 

(2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。な

お、ソフトウエア（自社利用）につ

いては、社内における見込み利用期

間（5年以内）による定額法を採用

しております。営業権については、

経済的耐用年数により、5年以内で

毎期均等額を償却しております。 

同 左 同 左 

(3) 長期前払費用 (3) 長期前払費用 (3) 長期前払費用 

均等償却をしております。 同 左 同 左 
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当第1四半期会計期間 

自 平成15年10月1日 
至 平成15年12月31日 

前第1四半期会計期間 

自 平成14年10月1日 
至 平成14年12月31日 

前 事 業 年 度 

自 平成14年10月1日 
至 平成15年9月30日 

   

3. 引当金の計上基準 3. 引当金の計上基準 3. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため

に、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込み額を計上しております。 

同 左 同 左 

(2) ポイント引当金 (2) ポイント引当金 (2) ポイント引当金 

ライフマイル会員の将来のポイント

行使による支出に備えるため、当期に付

与したポイントに対し利用実績率等に

基づき算出した、翌期以降に利用される

と見込まれるポイントに対する所要額

を計上しております。 

同 左 同 左 

   

4．リース取引の処理方法 4．リース取引の処理方法 4．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められる以外のファイナンスリ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同 左 同 左 

   

5.その他四半期財務諸表作成のための

重要な事項 

5.その他四半期財務諸表作成のための

重要な事項 

5.その他財務諸表作成のための重要な

事項 

(1) 消費税等の会計処理 (1) 消費税等の会計処理 (1) 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 同 左 同 左 

（2）連結納税制度の適用  （2）連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

 

             

当連結会計年度より連結納税制度を

適用しております。 

これにより、前連結会計年度と同一の

方法によった場合に比べて、当期純損

失は、262,764千円少なく計上されてお

ります。 
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追 加 情 報          

 

当第1四半期会計期間 

自 平成15年10月1日 
至 平成15年12月31日 

前第1四半期会計期間 

自 平成14年10月1日 
至 平成14年12月31日 

前 事 業 年 度 

自 平成14年10月1日 
至 平成15年9月30日 

   

 （自己株式及び法定準備金取崩等会計）  

 

            

当第1四半期会計期間から「自己株式及

び法定準備金の取崩等に関する会計基

準」(企業会計基準第１号)を適用してお

ります。これによる当第1四半期の損益に

与える影響はありません。なお、中間財

務諸表等規則の改正により、当第1四半期

会計期間における貸借対照表の資本の部

については、改正後の中間財務諸表等規

則に従って作成をしております。 

 

           

   

 （連結納税制度）  

 

            

当第1四半期会計期間より連結納税制

度を適用しております。これに伴い従来

の方法によった場合に比べ、当第1四半期

純損失は46,130千円少なく計上されてお

ります。 
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注 記 事 項          
(四半期貸借対照表関係         ) 

当第1四半期会計期間末 

(平成15年12月31日現在) 

前第1四半期会計期間末 

（平成14年12月31日現在） 

前 事 業 年 度 

（平成15年9月30日現在） 

   

※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額 

131,008千円 

 

86,273千円            

※2 消費税等の取扱い ※2 消費税等の取扱い ※2 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺の上金額的重要性が乏しいため、流動

負債の「その他」に含めて表示しており

ます。 

 

同 左  

          

※3 ※3 ※3 

          

 

          平成13年12月22日開催の定時株主総会

において下記の欠損金補填を行ってお

ります。 

資本準備金  2,527,977千円

※4 第1四半期末日満期手形 ※4 ※4 

第1四半期末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済

処理をしております。 

なお、当第1四半期会計期間の末日は

金融機関の休日であったため、次の第1

四半期会計期間末日満期手形が第1四

半期会計期間末日残高に含まれており

ます。 

受取手形  1,575千円 
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(四半期損益計算書関係         ) 

 

当第1四半期会計期間 

自 平成15年10月1日 
至 平成15年12月31日 

前第1四半期会計期間 

自 平成14年10月1日 
至 平成14年12月31日 

前 事 業 年 度 

自 平成14年10月1日 
至 平成15年9月30日 

   

※1 営業外収益の主要項目 ※1 営業外収益の主要項目 ※1 営業外収益の主要項目 

受取利息     3,629千円 受取利息     3,763千円 受取利息     14,143千円 

有価証券利息     827千円 有価証券利息    5,156千円 有価証券利息    16,114千円 

   

※2 営業外費用の主要項目 ※2 営業外費用の主要項目 ※2 営業外費用の主要項目 

           貸倒引当金繰入額  3,987千円 貸倒引当金繰入額 3,672千円 

   

※3 特別利益の主要項目 ※3 特別利益の主要項目 ※3 特別利益の主要項目 

投資有価証券売却益 932,400千円   

貸倒引当金戻入益   5,954千円                         

   

※4 特別損失の主要項目 ※4 特別損失の主要項目 ※4 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 投資有価証券評価損  117,319千円 固定資産除却損 

 ソフトウェア   6,577千円 違約金         3,525千円  建物及び構築物 991千円

  計       6,577千円 関係会社整理損    270,810千円  工具器具備品 6,858千円

投資有価証券売却損  2,203千円   営業権 10,000千円

   ソフトウェア 65,768千円

   映画投資資産 13,660千円

   敷金・保証金 3,274千円

   長期前払費用 623,606千円

   原状回復費用 3,147千円

   計 727,306千円

  関係会社整理損 269,271千円

  投資有価証券評価損 395,175千円

  関係会社株式評価損 1,009,765千円

  棚卸資産評価損 9,705千円

  違約金 4,076千円

   

5 減価償却実施額 5 減価償却実施額 5 減価償却実施額 

有形固定資産     9,941千円 有形固定資産      86,273千円     ――――― 

無形固定資産     51,662千円 無形固定資産      51,795千円  

   

※6  

 

            

※6 子会社である株式会社サイブロ及

び株式会社ホワイネットとの合併による

引継額 

（合併期日 平成14年10月1日） 

 株式会社サイブロ   △72,638千円

 株式会社ホワイネット △120,687千円

 

計△193,325千円

 

※6 子会社である株式会社サイブロ及び

株式会社ホワイネットとの合併による引

継額 

（合併期日 平成14年10月1日） 

 株式会社サイブロ    △72,638千円

 株式会社ホワイネット △120,687千円

 

計△193,325千円
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(リ ー ス 取 引 関 係         ) 

 

当第1四半期会計期間 

自 平成15年10月1日 
至 平成15年12月31日 

前第1四半期会計期間 

自 平成14年10月1日 
至 平成14年12月31日 

前 事 業 年 度 

自 平成14年10月1日 
至 平成15年9月30日 

 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１. リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び第1四半期末

残高相当額 

１. リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び第1四半

期末残高相当額 

１. リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相当

額 

   

  取得価額
相当額 

減価償却
累計額
相当額

第1四半
期末残高
相当額 

   取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

第1四半
期末残高
相当額

 
取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

期末残高
相当額

 車輌及び

運搬具 

千円
10,648

千円 
5,915 

千円 
4,732 
  車輌及び

運搬具 

千円
10,648

千円
2,366

千円
8,282

車輌及び 

運搬具 

千円 
10,648 

千円
5,028

千円
5,620

 工具器具

備品 
7,224

 
1,469 

 
5,754 
  工具器具

備品 
3,855 192 3,662

工具器具 

備品 

 
7,224 1,107 6,116

 合計 17,872 7,385 10,487   合計 14,503 2,559 11,944 合計 17,872 6,136 11,736

   

２.未経過リース料第1四半期末残高相

当額 

２.未経過リース料第1四半期末残高

相当額 

２.未経過リース料期末残高相当額 

１年内        5,000千円 １年内        4,210千円 １年内        4,953千円 

１年超        5,758千円 １年超        7,847千円 １年超        7,026千円 

 合計        10,758千円  合計        12,057千円  合計       11,979千円 

   

３．支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

支払リース料     1,341千円 支払リース料     1,152千円 支払リース料     4,989千円 

減価償却費相当額   1,248千円 減価償却費相当額   1,080千円 減価償却費相当額   4,657千円 

支払利息相当額      120千円 支払利息相当額      123千円 支払利息相当額      513千円 

   

４． 減価償却費相当額の算定方法 ４． 減価償却費相当額の算定方法 ４． 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

同 左 同 左 

   

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

同 左 同 左 
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(有価証券関係) 

当第1四半期連結会計期間、前第1四半期連結会計期間及び前連結会計年度に係る「有価証券」に関

する注記については、四半期連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

なお、当第1四半期会計期間、前第1四半期会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式

及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 
（一株当たり情報）  

四半期連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 
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(重要な後発事象) 

 

当第1四半期会計期間 

自 平成15年10月1日 
至 平成15年12月31日 

前第1四半期会計期間 

自 平成14年10月1日 
至 平成14年12月31日 

前 事 業 年 度 

自 平成14年10月1日 
至 平成15年9月30日 

   

  1  株式分割について 

  平成15年8月12日開催の取締役会の決

議に基づき、次のように株式分割によ

る新株式を発行しております。 

  （1）平成15年11月20日付をもって普通株

式1株を2株に分割する。 

                        ① 分割により増加する株式数   

普通株式 88,288株 

  ② 分割方法 

  平成15年9月30日（火曜日）最終の株

主名簿及び実質株主名簿に記載された

株主を対象に、普通株式1株を2株に分

割いたしました。 

 

  以上により、平成15年11月20日現在

の発行済株式総数は、176,576株となり

ました。 

 

  （2）配当起算日    平成15年10月1日 

  （3）当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の１株当たり情報に

ついては、それぞれ以下のとおりと

なっております。 

  前期（第５期） 

１株当たり純資産額         

190,616円35銭 

１株当たり当期純利益         

1,064円42銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

希薄化効果を有している潜在株式

がないため記載しておりません。

 

  当期（第６期） 

１株当たり純資産額    

82,392円57銭 

１株当たり当期純利益（△純損失） 

            △20,278円97銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

当期純損失を計上しているため記

載しておりません。 

 

 


